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研究成果の概要（和文）：東日本大震災後のマスメディアの災害報道のオーディエンスが、喚起

された恐怖の感情や不安を携帯電話やメール（個人対個人の私的に閉じたメディア）で伝達し

あう一方で、連帯感や被災地支援の呼びかけを SNS（不特定多数に開かれたメディア）で行っ

た実態を事例収集とネットパネル調査から明らかにした。さらに、福島県産食品の忌避行動を

やめた時期を調査し、メディアアジェンダが及ぼした影響と、第三者効果を発見した。 
 
研究成果の概要（英文）：This research analyzed audiences’ communication after 2011 Tohoku 
earthquake, that the fear of radiation exposure and evacuation suggestions were 
transferred by private media, such as cellular phone, the solidarity and encouragement 
were spread by open media, such as twitter or SNS. I also tried to make sure that Media 
Agenda’s effect and third-person effect hypothesis among the evade Fukushima’s farm 
produce. 
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１．研究開始当初の背景 
 テレビ・新聞・携帯電話・ネット掲示板・
動画投稿サイト・twitter といった多様化した
メディアが併存する現在、マスメディア→オ
ーディエンス（情報の受け手）という直接効
果を前提とした図式ではなく、マスメデイア
→オーディエンス→パーソナルメディア→
二次的オーディエンスといった、複合的な伝
達について検討される必要がある。遠藤
（2010）は、メディア間の複雑で錯綜した相
互作用を間メディア性とよび、従来からの定
説であるマスメディアのアジェンダ設定機
能を再検討すべきであると提案している。 

 災害情報においても、テレビ速報や携帯電
話で緊急地震速報を受信した受け手は、「ニ
ュースで確認する」「家族にメールする」「友
人にメールする」等の行動が顕著であった。
（三上・森岡 2007） 
しかし、災害情報研究の関心は従来、速度・
確実性・行動喚起を中心に論じられており
（例えば警報伝達）、研究対象も「被災者と
行政」「被災者とボランティア」「被災者同士
（安否確認）」のインタラクションに集中し
ており、災害報道を見た被災地外のオーディ
エンスの情報行動については報告例が少な
い。 
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 本研究では、東日本大震災の報道を見たオ
ーディエンスが、パーソナルメディア（ネッ
ト・携帯）で発信した情報を事例収集し、そ
こに介在する「善意・連帯」「恐怖」といっ
た感情が伝搬経路や情報解釈にもたらした
影響をアンケート調査により検証する。被災
地に対する支援活動（募金・献血・節電・支
援サイト立ち上げ・ボランティア参加）と風
評被害発生はともにマスメディア報道を起
点としているが、情報伝達経路も、経由する
オーディエンスの感情によって付加された
情報も異なる。 
両現象の発生モデルから間メディア環境の
アジェンダセッティング効果の実態を明ら
かにすることを目的としている。 
 
２．研究の目的 

本研究は、東日本大震災・福島第一原発事
故情報を伝えるメディアへの接触が、オーデ
ィエンスに「善意・連帯」イメージと「食品
汚染恐怖」を喚起し、寄付活動・節電運動と
いった正の効果と、福島周辺産農産物忌避行
動・誤情報の流布等の負の効果をもたらした
構造を明らかにしようとするものである。 
分析に当たっては、テレビ・新聞・携帯電話・
ネット掲示板・動画投稿サイト・twitter が併
存し、互いに代替・補完する間メディア環境
を前提に、各メディアの単独効果と複合効果
を抽出した。さらに、食品汚染恐怖について
は、被災地との距離・心理的近さも変数に加
え、被災地・周辺地域（関東）・遠隔地（愛
媛）でアンケートを行い、被災地農産物忌避
行動の発生および終焉にメディアアジェン
ダが及ぼした影響を明らかにした。 

連帯イメージがメディア間の障壁を越え
て伝達したのに対して、食品汚染恐怖は携帯
電話等パーソナルなメディアで広がってお
り、両メッセージの持つ説得構造の差と影響
範囲を明らかにした。また、遠隔地の被災地
産農産物忌避行動を調査することは、海外に
おける我が国製品の風評被害対策に資する。 
 
３．研究の方法 

収集する情報内容の時間的順序に着目し、
直後の事案を 23 年度に、風評被害など長期
的事案を 24 年度に調査した。具体的方法と
しては、まず、都内キー局における 3.11 直
後のネットライブ提供状況を調査し、2012 年
3 月（原発事故１年後）に原子力発電所事故
に対する意識調査を、福島・宮城・岩手・茨
城の被災４県と、関東一都三県在住の「子供
が０～２歳の母親 300 サンプル」「子供が３
～12 歳の母親 300 サンプル」「東日本大震災
当時帰宅困難者およびネット利用者 900サン
プル」（重複があるため全 1300 サンプル）に
ついてネットパネル調査を実施した。【第一
調査】2013 年度には福島県内の漁業・農業者

へのヒアリング調査を行い、2013 年 3 月（原
発事故２年後）に、被災地との心理的距離と
報道アジェンダの影響を明らかにするため
に、福島県食品忌避行動および原発再稼働に
対する意識調査を、被災地（岩手県・宮城県・
福島県対象：300 サンプル）・周辺地域（関東
一都三県対象：300 サンプル）・遠隔地（愛媛
県対象：300 サンプル）でネットパネル調査
を実施した。【第二調査】 
 

４．研究成果 
以下、主立った研究成果を示す。なお文中

有意な差があったという記述はα=0.05 水準
での有意を意味している。 
（凡例 ***：0.1％水準有意、**：1％水準有
意、*：5％水準有意） 
 
１）帰宅困難者の情報行動 
 第一調査において、帰宅困難者は 852名（全
体の 65.5％）であった。本調査における帰宅
困難者の定義は、「職場にいて自宅に帰れず
他の場所で一泊した」「職場にいたが、電車・
バスが止まったため長い時間をかけて徒歩
帰宅した」「自宅以外の場所にいたが、自宅
に帰れなくなった」のいずれかに該当する者
を指す。 
まず災害直後の接触メディアを帰宅困難

者とそれ以外とで比較すると、帰宅困難者が
有意に多く見ていたメディアは、インターネ
ットで見ることが出来たＮＨＫニュース動
画(16.8％ カイ二乗値=44.099***)、インター
ネットで見ることが出来たフジテレビニュ
ースの動画（7.3％ カイ二乗値=22.799***）、
携帯のワンセグで見ることが出来たテレビ
ニュースの動画（29.2％  カイ二乗値
=39.394***）、インターネットのニュースサイ
ト（36.7％ カイ二乗値=38.043***）、twitter
（16.0％ カイ二乗値＝35.151***）、携帯ニュ
ースサイト（16.0％ カイ二乗値=4.998*）で
あった。首都圏の帰宅困難者は自宅テレビを
使えない代用として、職場や自力帰宅の途上
で Ustreamをはじめインターネット上の幅広
いメディアから情報収集を行おうとしたこ
とが判明した。 
なお、テレビニュースのインターネット配

信を、今後大きな災害が起きた時に行って欲
しいかを質問したところ全体の 88.8％が賛
成であった。 
 
 
 
 
 
 
図１：TV ニュースのネット配信を 

災害後に行って欲しいか 
 



 

 

特に帰宅困難者においては、肯定的意見が
9 割を超え、他より肯定的な傾向があった。
（カイ二乗値=31.190***） 
 また、東日本大震災を経て自分の行動はど
のように変わったかを質問したところ、「携
帯電話会社サービスの災害伝言板に登録し、
利用するようになった」（25.7％ カイ二乗
値=14.192***）が、帰宅困難者がそれ以外より
も有意に多かった項目であり、家族との連絡
や安否確認ニーズが非常に高かった事が分
かる。他に「放射能のニュースに敏感になっ
た」（48.1％ カイ二乗値＝18.359***）でも有
意差があり、年齢では同様の効果が見られな
かったことから、自宅付近の安全度を知りた
いという意識が顕在化した結果であると推
定される。 
 
２）災害報道がオーディエンスにもたらした
感情喚起 
 本研究では、災害後の情報収集手段の多様
性確保という視点（多メディア性）ではなく、
相互参照される開かれたメディア空間利用
（間メディア性）の視点で災害後の情報行動
調査を行った。仮説は、以下２点である。 
①のマスメディアの災害法によって喚起さ

れた恐怖感情を和らげ、善意や連帯感の発
露の場としてtwitterや SNSが用いられた。 

②原発災害に対する恐怖や避難を呼びかけ
る伝達手段としてはよりプライベートな
携帯電話の通話が用いられ、ごく親しい間
でのコミュニケーションが中心であった。 

 
 まず、マスメディアの報道によって喚起さ
れた感情は、全体の 93％が恐怖の感情を訴え、
次に「東京電力は情報を隠していると感じ
た」「国や原子力保安院は情報を隠している
と感じた」という疑念を８割強が挙げた。自
分自身が被曝しているのではないかという
恐怖を感じた人は 51.7％であり、有識者コメ
ント等から安全であると信じていた人は
18.3％程度であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２：災害報道によって喚起された感情 
 
 このようにマスメディアの報道からは正
しい情報が伝わってこないという感覚を持

ったオーディエンスが取った対応策は、イン
ターネット検索であった。震災当日からイン
ターネットニュースサイトを見た層は
24.2％とテレビニュースに次いで多い。 
 第一調査の段階では、情報源ごとの信頼度
を 10 段階評価で質問したが、最も評価が高
かったのはテレビニュースであり、次が大学
や研究機関の発表、三番目に政府の発表であ
った。「原発事故の影響に不安を感じている
人同士のネット上のコミュニティ」や「地域
住民同士の口コミ」は「東京電力の発表」に
次いで信頼度が最も低い情報源であった。 
 しかし、震災２年後に行った第二調査では、
放射性物資による汚染に関する情報発信者
ごとの信頼度を７段階で質問したところ、信
頼出来るという回答が 20％を超えたのは、
「福島県」（29.0％）、「民間の福島原発事故
独立検証委員会」（25.7％）、「ネット上のボ
ランティアで作っているサイト（「民間放射
能測定サイト」「子供を守ろうサイト」等）」
（21.0％）の３件だけであり、一方で「東京
電力」と「東電の福島原子力事故調査委員会」
に対しては、「全く信頼出来ない」という強
い不信が 3.5～４割となった。被災当時者で
ある福島県を除くと、民間がボランティアで
発信している情報への信頼度が１年の間に
高くなっている傾向がみられた。2012 年～
2013 年の間に、民間団体が放射線測定器を用
意し市民の視点から食品中の放射性物質検
査結果を公表するサイトが次々に立ち上げ
られたことの効果であると考える。 
 
３）SNS による open な伝達 
 では、連帯感伝達仮説を検証するために、
震災直後から半年以内に、インターネット上
で日本や被災地への応援メッセージや助け
合いの呼びかけを見たことがあるかを聞い
た。自らＳＮＳに書き込んだり、被災者や報
道を視た人の書き込みや tweetを見たりした
人を母集団におくと、全体の 79.6％が「被災
地の人達をたすけなければという気持ちが
強くなった」と回答し、79.7％が「同じ気持
ちの人がいると知って心強く感じた」と回答
しており、利用者数は少ない（全体の 20％程
度・ネットリサーチパネルなので一般化はで
きない比率）ものの、ネット上のつながりで、
善意や連帯感が発露されたことは確認でき
た。 
 

４）携帯電話による private な伝達 
災害直後から現在までに、「今住んでいる

場所は危険かも知れないから、念のために避
難した方が良い」と言われたことがあるか調
査したところ、まず、64.9％が一度も言われ
たことはないという回答であった。では一度
でも言われたことのある人(456 名)を母集団
として、誰から言われたのかを MA で調査し



 

 

たところ、「離れた地域に住んでいる友人・
知人から言われた（メール・電話）」が 41.6％
と最も多く、次いで「チェーンメールやネッ
ト上で見た」が 37.9％、「同居していない親・
兄弟姉妹・祖父母から言われた事がある（メ
ール・電話）」が 31.7％であった。プライベ
ートな伝達があった層は、実際に避難しよう
かどうかを迷った比率が高かった。 
 

５）被災後１年目の食品忌避行動 
原発事故から 2012 年 12 月までの間、農産

物や水産物を購入するときに、避けていた生
産地を調査したところ、福島県産は全体の
52.2％が忌避していた。次いで茨城県産が
27.8％、東北産は 21.2％が避けていると回答
した。その一方で、「家庭内菜園や地場産の
野菜は、事故前と同じように食べている」人
は 64.0％であり、身の回りの地域と福島を明
確に区別していることがわかった。 
一方で、忌避を行わない理由としては「市

場に出回っている野菜や水産物は基準を満
たしているので安全だと思う」人が 50.3％、
「メディアであまり情報が出なくなったの
で、気にしなくなった」人が 30.3％であった。 
また、52.7％が「食品中の放射性物質含有

量を自分で測定するための設備・組織がもっ
と増えるべきだと思う」と回答しており、こ
の時点では、自ら食品の安全を確かめたいと
いう意思を持った人が多かったことが分か
る。 
 

６）被災後２年間の食品忌避行動 
 第一調査後１年が経過したため、いつ福島
県産食品を避けるのをやめたか、時期を調査
した。福島県東部（浜通り）産食品を２年以
上経った現在でも避け続けていると答えた
人は全体の 30.3％であり、福島県産食品では
26.4％が避け続けていた。 
 残り 70％は忌避行動をやめており、その時
期として最も多く挙げられたのが、１年後の
2012 年 3 月まであった。丁度、４月１日から
新基準適用でより厳しい検査が行われ始め
た時期と一致している。 
 では、忌避行動をやめた時期とメディアア
ジェンダは関係しているのだろうか。 
 まず、本人が原発事故や食品汚染について
関心を持って調べた時期を調査したところ、
最も多かった回答は「2011 年～現在まで」
27.4％であったが、次に多かったのは「2011
年の８月まで（６ヶ月程度）」であった。 
 次に回答者が「メディアが原発事故につい
てあまり報じなくなった時期」（主観的なメ
ディアアジェンダ遷移）として最も多く挙げ
た（26.0％）のは、2012 年８月（ロンドンオ
リンピックの時期）であった。「農産物・水
産物の汚染についてメディアがあまり報じ
なくなった時期」は、2012 年３月と 2012 年

８月の両方が 25％前後挙げられている。 
 忌避行動をやめた時期は、後者の時期と一
致しており、食品汚染がメディアアジェンダ
ではなくなったという認識が 1つの原因とな
っていると推定される。 
また福島県食品忌避行動には第三者効果

が見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３：忌避行動の第三者効果 
 

 図３に示す通り、世間一般の人（第三者）
はメディアの影響を強く受けて食品の汚染
を気にしているが、自分自身はメディアの影
響を受けず、その結果あまり気にしていない
という回答傾向が見られる。但し、この結果
については周囲の人の結果が第三者とも自
身とも異なっているため、地域別により詳し
い分析を行う予定である。 
 なお、２年を経過した後も 30％が福島産食
品を忌避しており、その内訳には子供の食品
アレルギーで除去食に取り組んでいた母親
が有意に多く含まれていた。災害後の情報伝
達に事前食品アレルギー関連のコミュニテ
ィネットワークが機能した可能性があり、今
後聞き取り調査により実態を明らかにする。 
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